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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料 資料－２－➀

(国土交通省中国地方整備局)

多機関連携型水害タイムラインの策定
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水防災意識社会再構築ビジョン

H27関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会 再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市
町村（109水系、730市町村）において、平成２８年度から水防災意識社会を再構築する取組を開始。

＜ソフト対策＞ ・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」
へ転換し、各水系毎に重点的に実施。

＜ハード対策＞ ・「洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」の整備を推進。

排水門

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる「大規模氾濫時の減災対策
協議会（水防法）」を設置して、目標を共有し、取り組みを一体的・計画的に推進。

A市

B市

C町

D市

対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊等氾濫想定区域※

＜危機管理型ハード対策＞＜危機管理型ハード対策＞

○越水等が発生した場合でも決壊までの時
間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進

天端のアスファルト等が、
越水による侵食から堤体を保護
（鳴瀬川水系吉田川、

平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知

・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良

・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の
促進

・水害タイムラインの策定
・マイ・タイムラインの推進

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供

・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供

＜洪水を安全に流すためのハード対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実施

横断図

※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊
に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域 4



「避難勧告着目型」と「多機関連携型」タイムライン

１．避難勧告着目型水害タイムライン

市町村長による避難勧告等の発令に着目して、河川管理者と市
町村等が協力して作成・運用する。

２．多機関連携型水害タイムライン

公共交通の計画運休、地下街の浸水対策、高齢者の円滑な避難
など、河川の特徴に応じた多様な防災行動を対象として、多くの関
係機関が連携して作成・運用する。

※行政機関が中心となって策定・運用

※多くの機関が連携して策定・運用
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多機関連携型水害タイムラインの説明ビデオ
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１．出⽔対応の変化
・他の機関と協⼒することの利点を認識
・防災⾏動の事前チェックが可能に
・情報共有や連携がスムーズに

２．出⽔対応での利点
・先を⾒越した対応が可能に
（例．体制の確保、情報発信の準備等）
・情報発信漏れを防ぐことが可能に
・他の機関の動きを容易に把握可能に

H30.7豪雨での到達水位レベル

レベル５（氾濫の発生）
レベル４（氾濫危険水位超過）
レベル３（避難判断水位超過）

H30.7豪雨で氾濫危険水位を
超えた河川

凡例

水系名

⽔系名

完成式実施⽇

旭川⽔系
H29.3.23

吉井川⽔系
R2.6.15

⾼梁川⽔系
R元.6.13

芦⽥川⽔系
R元.8.26

太⽥川⽔系
H31.3.19

江の川⽔系
（上流）
R元.8.30

斐伊川⽔系
H31.3.25

⽇野川⽔系
H30.5.15

千代川⽔系
R2.６.１

天神川⽔系
R2.5.27

⼩瀬川⽔系
R2.6.12

○中国地整では平成30年7⽉豪⾬を教訓に、「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被
害の最⼩化」をめざし、「多機関連携型⽔害タイムライン」の策定を管内河川
全13⽔系すべての河川で完了し、運⽤中。 ブロック単位では全国初。

○台⾵及び前線性の降⾬に対応し、災害発⽣の恐れがある3⽇前に⾏動を開始。
【連携する機関】
国、流域内の地⽅⾃治体、ダム管理者、交通機関、ライフライン事業者、報道 等

江の川⽔系
（下流）
R2.2.13

⾼津川⽔系
R2.2.１3

佐波川⽔系
R2.2.１3

タイムライン運用後のふり返りでの
主な意見

タイムライン運用後のふり返りの様子（令和元年１１月実施）

住⺠を守る体制が出来たことは⼼強い︕
役割分担が明確になった

関係市町の声

中国地方すべての一級水系で『水害タイムライン』を策定・運用

7



「太田川水防災タイムライン」を策定・運用中

平成３１年３月１９日広島市役所で広島市、安芸太田町、太田川河川事務所、広島気象台、温井ダム管理所、広島国道事務所および広

島県の行政機関、公共交通機関、ライフライン機関及び報道機関などで構成される太田川水防災タイムライン（平成３１年度版）」の完成

式を開催しました。

太田川水防災タイムラインは、全国で初めて「マルチハザード対応」として作成しました。洪水、内水、高潮、土砂災害のハザード別のス
テージ毎に関係機関がとるべき項目がわかるようタイムラインを作成したことで、どの災害がどの順序で発生しても対応可能です。

H31出水期～

実際の台風にあわせてタイムラインを運用
振り返りにより、実施状況を検証、更新

【太田川水防災タイムラインの策定経緯】

H31年3月19日（完成式）
太田川水防災タイムライン【初版】完成式

座長から広島市長、安芸太田町長へ手交

平成29年12月～平成31年2月
・勉強会、現地視察、図上訓練、H30.7豪雨ふりかえり
・タイムライン策定に向けての意見交換・課題抽出

平成29年11月6日発足式
「太田川水防災タイムライン検討会」 35機関参加

座長 松尾一郎 環境総合政策研究機構
環境・防災総合研究所 副所長

全国初のマルチハザードタイムライン

○上中流には渓谷沿いに集落が点在、下流域には百万都市の広島市を貫
流する大河川があり、洪水、内水、土砂災害、高潮に脆弱な地域
○全国初の「洪水、内水、土砂災害、高潮」のマルチハザードを対象

【太田川水防災タイムラインの特徴】

洪水 土砂災害

高潮内水

平成17年9月 洪水時 平成26年8月土砂災害

平成16年9月 高潮浸水被害平成22年7月 内水浸水被害状況

 マルチハザードでは多角的な視点からトリガーとなる
ためダム管理者も構成員とする。

 内水氾濫については排水機場の稼働状況も伝達する。

太田川水防災タイムラインでの主な提案
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7多くの機関が連携し、顔の見える関係を構築

「太田川水防災タイムライン」の構成機関
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

中国地方の道路啓開計画について

資料－２－②

(国土交通省中国地方整備局)

11



中国地方道路啓開計画（案）の概要

【計画の背景・目的】
中国地方において，南海トラフ地震の発生により，瀬戸内側
における津波被災をはじめとする甚大な被害を想定（右図）

迅速な道路啓開が可能となるよう，道路啓開の考え方，事
前に備えるべき事項等を定めた
中国地方道路啓開計画 (案)を立案

【基本的な考え方】
中国道・山陽道から，津波被害が想定される瀬戸
内側へアクセス可能となる『啓開ルート』を設定

発災後24時間を目途に広域移動ルート
（STEP1 , STEP2）啓開

発災後72時間を目途に被害が甚大な被災地内
ルート（ STEP3 ）の啓開を概ね完了

各道路管理者が自ら管理する道路の啓開を実施
更に被害が甚大な四国・九州地方への広域支援
も考慮

赤字 ：最大津波高さ
【青字】：津波高１ｍの到達時
間

山口市
5m【133分】

広島市
4m【214分】

岡山市
3m【201分】

(出典) 南海トラフの巨大地震による津波高・浸水域等(第二次報告) (内閣府)
津波高，到達時間，震度分布

【道路啓開とは】
災害時における救助・救援の要として，緊急車両が通
行するための障害物等を除去し、救援ルートを確保

道路啓開は１車線、啓開幅５ｍを基本とし、緊急車
両の通行帯を確保

１．計画の前提（概要）

 中国地方道路啓開計画（案）に基づき、
瀬戸内海沿岸地域における岡山県・広島
県・山口県の各県道路啓開計画（案）
及び行動指針を作成

1-2．道路啓開計画の構成

１．計画の前提条件
☞南海トラフ地震発生時の被害想定

２．啓開ルート計画
☞接続する防災拠点等の設定
☞優先的に啓開するルートの設定

３．必要人員・資機材の備え
☞被害想定から必要な人員・資機材
量の設定

５．道路啓開の手順

６．関係機関の役割分担

７．広域支援・管内支援の考え方

４．事前の備え
☞啓開業者の割付
☞道路啓開訓練の実施

中国地方の道路啓開ステップ図（案）

STEP2：沿岸部(被災地)への広域移動ルート
STEP3：被災地内ルート
他地域（四国・九州）への広域支援

STEP1：高速道路等の広域移動ルート

【各県版道路啓開計画の策定】

各県版道路啓開計画・行動指針の構成
道路啓開計画（Ｒ１策定）

行動指針（Ｒ２策定）
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道路閉塞リスクに対し、啓開作業量を算定し、啓開に必要となる人
員・資機材量を試算し、これを基に必要な人員・資機材を確保

『啓開ルート例 （広島市中心部）』

道路啓開の目標となる『接続拠点』を「内閣府の具体計画」※および「中国版く
しの歯ルート（ベースマップ）」から各県の関係機関が協議し設定
① 広域防災拠点 ② 災害対策拠点
③ 救命活動拠点 ④ 救助活動拠点
⑤ 輸送活動拠点 ⑥ ライフライン拠点

【接続拠点の設定】

※南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画 （内閣府「中央防災会議幹事会」）

『啓開ルート』を，STEP1～3に分類
STEP１：高速道路等から広域移動ルートを設定
STEP２：被災が想定される橋梁や土砂災害の被災リスクが高いルートは，

迂回ルートを設定
STEP３：各地域の接続拠点へアクセスする被災地へのルートを設定

【道路閉塞要因と人員・資機材の算定】

道路閉塞要因 定　　　義 除去に必要な資機材

建物倒壊がれき
地震による揺れや津波により倒壊
した建物のがれき

ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾄﾗｸﾀｰｼｮﾍﾞﾙ､
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ等

津 波 堆 積 物 津波により陸上に運ばれて堆積し
た土砂・泥状物等の災害廃棄物

ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾄﾗｸﾀｰｼｮﾍﾞﾙ､
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ等

橋 梁 段 差
地震による揺れや液状化による橋
梁周辺の地盤沈下により橋台背面
に発生する段差

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ、ﾊﾞｯｸﾎｳ、
土のう袋等

中国地方道路啓開計画（案）の概要

３．必要人員・資機材の備え

２．「啓開ルート」計画
【啓開ルート選定の考え方】

13



中国地方道路啓開計画 （案）の概要

大規模地震発災時に、各関係者が実施すべき道路啓開作
業等について、留意点や対応手順を策定

５．道路啓開の手順

関係機関及び啓開実施者の理解度を向上させ，本計画をより実効性のあるものにするため，各
種訓練を通じて，現場対応力の向上を図る

各種訓練の実施により判明した問題点については、関係機関で共有し、必要に応じて計画の見
直しを実施

気象庁から「南海トラフ地震臨時情報」が発表され，かつ
各県において、「津波警報」または「大津波警報」が発表さ
れた場合は、通信手段の利用可否に関わらず、 作業者の
安全を最優先に考慮し、担当箇所の点検及び道路啓開
作業を自動的に開始

但し、津波浸水想定区域内においては、大津波警報・津
波情報が解除された後に緊急点検及び道路啓開作業を
開始

【緊急点検・道路啓開作業の開始基準】

１．被災状況の収集・把握

２．啓開体制の確立
☞災害対策基本法基づく区間指定

３．道路啓開の実施

４．啓開作業状況の報告・共有
図 大規模地震発災時の対応手順

地震発生

【道路啓開作業の状況報告・共有】
啓開実施者は、道路啓開作業の進捗状況について把握す
るとともに、道路啓開完了後の活動（救命・救助、各施設
の復旧等）を関係者間で報告・共有できる体制を確保

４．事前の備え

啓開ルート毎に想定される啓開作業量、保有する資機材や人員等を踏まえ、各県建設業協
会及び災害協定業者と連携し、作業区間を分割し啓開実施者を選定

啓開作業割付図のイメージ（広島市内）

【啓開区間の割付】

【道路啓開訓練】

今後の予定

Ｌ－国１
（啓開路線)国道２号●●～●●間
(担当) －国土交通省－
(啓開実施者) A建設㈱

Lー市１
（啓開路線)市道鷹野橋宇品線

●～●間
(担当) －広島市－
(啓開実施者) Ｂ建設㈱

７．フォローアップ
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中国地方道路啓開計画 （案）の概要

【役割分担・情報共有】

６．関係機関の協力・連携

道路啓開時の各道路管理者と各関係機関の実施事項及び
役割分担を設定

発災時の対応の遅れや漏れをなくし、関係機関の相互連携に
よる迅速な対応を推進するため、道路啓開計画「タイムライン」
を各県毎に作成し、共有を図る

道路啓開計画「タイムライン」のイメージ

今後の予定

啓開実施者（災害協定業者［協力業者含む］や保守業者）の保管場所に依存
するため、浸水想定区域外および被災地へのアクセス性を考慮した災害対策機械等
の保管場所や資機材の備蓄場所を検討

【道路啓開作業に伴う対策機械等の保管箇所】

道路改良等による啓開ルートの状況変化、啓開実施者の変更、道路啓開訓練の結果等を踏まえ、より実効性の高い啓開計画とするため、適宜フォローアップを実施し、啓
開計画の見直しを図る

７．フォローアップ

【中国地方道路啓開等協議会・幹事会の開催】
各県道啓開計画・行動指針の策定を受け、中国地方道路啓開
計画の確定

実施項目 対象 担当機関
人命救助 負 傷 者 等 消防・警察・自衛隊

放 置 車 両
がれき・土砂

電 柱
電気事業者
通信事業者

貴 重 品 警察
危 険 物 消防

地 下 埋 設物
水道管理者
ガス管理者

橋 梁 段 差
路 面 段 差

障 害 物
撤 去

道路施設
応急対策

道路管理者
道路啓開実施者

道路管理者
道路啓開実施者

道路啓開時の各機関の役割分担（案）

【各啓開計画の公表】
上記の協議会の後、中国地方道路啓開計画（各県の道路啓
開計画・行動指針）を公表
（整備局及び各県のHP掲載）

今後の検討
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

瀬戸内海における航路啓開計画について

資料－２－③

(国土交通省中国地方整備局)
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１．航路啓開とは

○航路啓開とは、船舶の航行の障害となる漂流物等を除去し、船舶の運航ルートを確保すること。
○東日本大震災では、津波により大量の貨物や瓦礫等が流出し航路を塞いだことで、緊急物資輸送船を
はじめとする船舶の航行が困難となった。この教訓を踏まえ、平成25年６月に港湾法が改正され、非
常災害時に港湾に至る船舶の交通が困難となる恐れのある水域を緊急確保航路として指定し（東京湾、
伊勢湾、大阪湾）、国が迅速に啓開作業を行うこととした。

○南海トラフ地震等で被害が想定される瀬戸内海の緊急確保航路は、平成28年７月１日に指定。

漂流物（建物・流木等）

原木を回収する様子

コンテナを回収する様子 18



２．航路啓開の基本的な考え方

○災害時に人員、物資、燃料、資機材等の輸送に活用する海上輸送拠点港（★印）へのルートを確保。
○緊急物資輸送船が海上輸送拠点港へ入港できるよう、発災後３日を目標に航路啓開を実施。
○緊急確保航路・開発保全航路の航路啓開は国が、港湾区域内は港湾管理者（県・市）が実施。

大分港

別府港

岡山港

高松港
坂出港

新居浜港

宇野港水島港

福山港

東播磨港
姫路港

松山港

呉港

広島港

徳山下松港

神戸港
大阪港

堺泉北港

尼崎西宮芦屋港赤穂港

津名港

岩国港

宇部港

丸亀港

徳島小松島港

阪南港

愛媛県
佐田岬灯台

大分県
堅来川口左岸

山口県千葉埼

愛媛県と香川県の
境界海岸

広島県横島
小脇ノ鼻

岡山県
真尾鼻

兵庫県淡路島
江井埼

徳島県
蒲生田岬 和歌山県

瀬戸埼

兵庫県沼島
最東端

兵庫県淡路島
佐野川口
左岸突端 大阪府観音埼

香川県と徳島県の
境界海岸

四国地方整備局管轄区域

中国地方整備局管轄区域

九州地方整備局管轄区域

下関港

1,
40
0m

大分県
関埼灯台

和歌山下津港

近畿地方整備局管轄区域

各地方整備局管轄区域境界

海上輸送拠点港※

緊急確保航路（他地整所管）

開発保全航路

凡 例

緊急確保航路（中国地整所管）

※内閣府公表「南海トラフ地震における具体的な応急対策
活動に関する計画」で示された海上輸送拠点港

東予港
橘港

耐震強化岸壁整備状況（2020年現在）

瀬戸内海の緊急確保航路全体図
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３．津波漂流物の想定、航路啓開の手順

中国地方整備局
（港湾空港部）

直轄事務所

港湾管理者
管区海上保安本部

海上保安部

災害協定団体

要請

連携 連携

他の地方整備局
（四国、九州、近畿）

要請

連携

航路啓開の手順

航路啓開の実施体制

津波漂流物の想定 （四国地整のシミュレーション結果より）

津波漂流物発生量（地域防災計画等で想定している浸水面積などをもとに算定）

広島港
●

港湾内や沿岸部、峡水道部に津波
漂流物が滞留し、航路閉鎖等の可
能性が高い。（濃い赤色部分）

東日本大震災：石巻港 流出した木材
を撤去する様子

①避難・安否確認；職員の安否確認、船舶・船員の避難状況

②広域連携体制構築；各機関毎に初動体制を確立し、機関相互の連絡体制を構築

③被害状況調査（１）（警報解除前）；防災ヘリ・高台からの目視等により被害概況（規模感）の把握

④災害協定団体への支援要請；航路啓開に必要な作業船等の手配について、関係団体に対し出動を打診

詳細情報の収集 ⑤被害状況調査（２）（警報解除後）；現地調査等により、主要な港湾施設の被害状況の把握

保有情報の整理・
分析～方針決定

⑥優先順位の決定；優先する啓開港・優先する啓開範囲（※緊急輸送対応岸壁周辺）
                  ・異常点が比較的少ない海上輸送ルート・揚収物等荷揚岸壁の決定

⑦災害協定団体への出動要請；関係団体に対し作業船団の具体的な仕向港を指示

⑧作業許可申請；許可申請・届出手続等の簡素化により、速やかに作業着手

⑨浮遊物の除去；測深作業の支障となる浮遊物を除去

⑩事前深浅測量；音響測深機等による異常点調査

⑪潜水調査・目標物の確認；潜水士による異常点の確認、玉掛け

⑫障害物の除去；起重機船による撤去

⑬確認深浅測量；障害物の除去後、音響測深機等による水深確認

プレス ⑭暫定供用開始の決定・公表；水深確認後に利用水深・範囲を決定・公表

＜緊急物資輸送船（第1号）の入港＞

＜大規模地震・津波等の非常災害の発生＞

概況情報の収集

啓開作業

＜津波警報解除＞

＜発災後12時間＞

＜発災後72時間＞

＜発災後24時間＞
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

(国土地理院中国地方測量部)

最新の地理空間情報を提供

資料－２－④
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最新の地理空間情報を提供
空中写真等
被災状況把握、罹災証明発行、災害査定の現況資料
の他、さまざまな用途に利用

空中写真や各種情報を基に被災状況を示した図 電子メール等による
提供
迅速、ダイレクトに提供、
災害対策本部などで
初動を含む災害対応に利用

Webページからの
情報公開

地理院地図
https://maps.gsi.go.jp/

収集した情報と標高データ

を用いて、水深を色別に表

現した地図

高解像度で詳細まで視認可能

速報性が高く、現地の状況を俯瞰的に把握可能

崩壊地等分布図（ライン）

（倉敷市真備町付近）

空中写真から、豪雨で生じ
たと考えられる崩壊地等を
判読した地図

平成26年8月豪雨（広島市安佐南区八木3丁目）

被災地の空中写真をはじめ、
各種地図等の地理空間情報
を幅広く公開

垂直写真

斜め写真

浸水推定図

（東広島市黒瀬町付近）

平成30年7月豪雨

問い合わせ先：中国地方測量部 082-221-9758（中国地方の機関）
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

(総務省中国総合通信局)

総務省・災害時テレコム支援チーム（MIC-TEAM)の概要

資料－２－⑤
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（令和2年6月）

令和2年6月23日 総務省総合通信局 総務課
記者発表資料
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

(経済産業省中国経済産業局)

事業継続力強化計画認定制度の概要

資料－２－⑥
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事業継続力強化計画認定制度の概要
• 中小企業が行う防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定。
• 認定を受けた中小企業は、税制優遇や補助金の加点などの支援策を活用可能。

【計画認定のスキーム】

中小企業・小規模事業者

①計画を
策定し
申請

経済産業大臣
（地方経済産業局）

●防災・減災に取り組む中小企業・小規模事業者の皆様。

事業継続力強化計画の記載項目

認定対象事業者

②認定

連携して計画を実施する場合：
大企業や経済団体等の連携者

●事業継続力強化に取り組む目的の明確化。
●ハザードマップ等を活用した、自社拠点の自然災害リスク認識と被害想定策定。
●発災時の初動対応手順（安否確認、被害の確認・発信手順等）策定。
●ヒト、モノ、カネ、情報を災害から守るための具体的な対策。
※自社にとって必要で、取り組みを始めることができる項目について記載。

●計画の推進体制（経営層のコミットメント）。
●訓練実施、計画の見直し等、取組の実効性を確保する取組。
●(連携をして取り組む場合)連携の体制と取組、取組に向けた関係社の合意。

認定を受けた企業に対する支援策

●低利融資、信用保証枠の拡大等の金融支援
●防災・減災設備に対する税制措置
●補助金（ものづくり補助金等）の優先採択
●連携をいただける企業や地方自治体等からの支援措置

●中小企業庁ＨＰでの認定を受けた企業の公表
●認定企業にご活用いただけるロゴマーク
（会社案内や名刺で認定のＰＲが可能）

1

MA161
テキストボックス
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（参考）中小企業防災・減災投資促進税制（平成31年度税制改正大綱）

• 「中小企業・小規模事業者強靱化パッケージ」の一環として、防災・減災関連の設備
投資を加速化するため、中小企業防災・減災投資促進税制を創設。

【想定される投資事例】
• 豪雨時の浸水等に備え、止水板、排水ポンプなどの設備を準備
• 災害時もサーバーが最低限稼働できるよう、制震ラック、非常用発電機を導入

【税制の概要】
○対象者：経産大臣による防災・減災対策に関する計画の認定を受けた者

（中小企業等による、法律に基づく防災・減災に対する計画認定を想定。）

○支援措置：特別償却20%

○対象設備：
－機械装置（100万円以上）：自家発電機、排水ポンプ 等
－器具備品（30万円以上） ：制震・免震ラック、衛星電話 等
－建物附属設備（60万円以上）：止水板、防火シャッター、排煙設備 等

2

MA161
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事前対策の効果
・災害に備え、「事業継続計画」の形は取らずとも、実効性のある取組を行う企業が存在。

目的の設定

鋳型中子製造業

・「大切な従業員の命を守り、地域の暮ら
しの活力、地域経済力を守る」ことを目
的とする。
・この目的を掲げたことは、従業員の定着
率向上にも貢献。

従業員数：
130名

研磨加工業

・2週間以内に事業の7割を再開できる目
標を立て、関係先との連絡網を構築する
とともに、従業員の安否確認、復旧等の
手順を定めている。
・水災により被害を受けたが、事前対策を
講じていたため、目標どおり事業を再開。

従業員数：
60名

初動対応手順の設定

情報のバックアップ

機械製造業

・設計図面などについて、遠方のグループ
会社に常時バックアップ保管。
・遠隔地の同業者と代替生産協定を締
結。平時からも、双方の生産・技術協力
などを実施。

従業員数：
12名

生花店
従業員数：
5名

・過去の水害を踏まえ、冷蔵庫用の電気
設備を高所に配置。
・豪雨により店舗は浸水したが、電気設
備は被害を受けず、早期に営業再開で
きた。

受電設備等の高所配置

協力体制の構築

プレス加工業

・遠隔地の同業者と代替生産体制を構築。
・自社被災時には、重要な金型を持ち込み、
提携先での生産を可能に。
・費用等の負担も大きくなく、実効性を確保。

従業員数：
26名

リスクファイナンスの取組

食品加工業

・地震保険にあらかじめ加入。
・津波で大きな被害を受けたが、保険で
復旧費用を確保。
・安心して従業員が働ける環境が、新入
社員確保にもプラスに作用。

従業員数：
197名

3
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＜遠隔地の組合間における自然災害に備えた連携体制の構築＞

 ２つの県の中央会が仲介して、両県の組合間で、連絡網を整備。被災時の
応援や代替生産等を行うためのガイドラインを作成し、組合間の交流を実施。

 この取組を横展開し、両県の他の組合間でも、同様の協定を締結。

ⅰ）組合等を通じた水平連携

ⅱ）サプライチェーンにおける垂直連携

 親事業者へのサプライヤーが集まる協力会では、平時から、共同納入や金型
保管などの協力を行っており、協力会としても、BCP策定を進めるとともに、代
替生産先を検討。

 親事業者は、協力会におけるBCPの取組状況をチェックリストなどで把握し、
必要な助言等の支援を行っている。

ⅲ）地域における面的連携

 大企業が実質的な核となり、工業団地内自治会に参加する大企業・中小企
業が連携して、自然災害時を見据えた対応体制を検討（同工業団地は臨
海部にあり、最悪の場合、孤立化するおそれあり）。

 共同での避難訓練や、被災時の地方自治体との連絡体制の構築などを行う
とともに、道路啓開や救護所運営のための体制構築についても、地方自治体
と検討中。

＜地域にとって重要な工業団地における災害時連携の検討＞

複数の事業者が連携して取り組む防災・減災対策

＜親事業者と協力会との平時からの連携＞

4
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令和２年度中小企業基盤整備機構が行う中小企業強靱化対策事業等について
 中小企業基盤整備機構は、中小企業の感染症を含む自然災害等への事前対策を支援するため、普及啓発
事業、連携計画を含む計画の策定支援、支援人材の育成等を実施（令和２年度当初予算：6.1億円、補
正予算：6.0億円）。

Ⅰ普及啓発

②実行性のある取組の発掘、発信
→昨年の台風被害を免れた工業団地等の取
組を事例集にして発信

Ⅱ計画策定支援

③連携計画の発掘
→全国9箇所の地域本部と経産局が連携し、
連携計画の策定を発掘・支援。

②計画策定セミナー・ワークショップの開催
→計画策定に係るワークショップ、セミナーを
各50回開催

①支援人材育成研修の実施
→中小企業大学校で行う研修等を生かし、事業
継続力の強化を後押しする支援人材を育成

①シンポジウムの開催（損保会社によるリスクファ
イナンス相談会を併催）
→10月以降オンラインを活用し開催

Ⅲ人材育成等

③認定事業者へのフォローアップ
→連携計画等の認定事業者へのフォローアップ
を通じ、取組の高度化を目指す。

③新型ウイルス感染症ハンドブック等を作成
→新型コロナウイルス感染症を始めとする感染症
対応をまとめたハンドブックを作成

①感染症等に係る強靱化の専門家の派遣
→感染症や自然災害対策に知見を持つ専門
家を派遣し、計画策定をハンズオン支援

②災害アライアンスマッチングの実施
→災害時の代替生産先や連携先のマッチングを
支援

令和２年１月に中小機構は、商工中金、中小企業診断協会、日本政策金融公庫と連携して、中小企業
の強靱化を支援するため、「全国中小企業強靱化支援協議会」を設立。全国に約60名体制の専門家を
配置し、地方経産局と連携し、面的な支援を図る。

中小機構（全国中小企業強靱化支援協議会、9箇所の地域本部）

自家発電設備の導入支援（令和元年度補正予算：12億円）

生活必需品等を扱う中小企業等に対し、災害時に備えた自家発電設備等の導入を支援（第１次公募：令和２年5月11日～6月30日）。 5

MA161
テキストボックス
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

(環境省中国四国地方環境事務所)

「災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）」について

資料－２－⑦

31



2

【制度の概要】
○環境省から全国の地方公共団体に対し、災害廃棄物処理を
経験し、知見を有する職員の推薦を依頼。地方公共団体の推
薦を受けた職員を「災害廃棄物処理支援員」として名簿に登
録。
○災害発生時には被災地方公共団体の要請により「災害廃棄
物処理支援員」を派遣。
○災害廃棄物処理支援員による活動内容
・災害廃棄物処理の方針にかかる助言・調整等
・災害廃棄物処理の個別課題の対応にかかる助言・調整等
○災害廃棄物処理支援員への研修・訓練

地方公共団体職員による
災害廃棄物処理の支援の様子

（写真提供：東京都）

「 災害廃棄物処理支援員制度（ 人材バンク） 」 について

【スケジュール】

８月１８日：人材バンク制度の周知（事務連絡）
９月１０日：人材バンクの推薦依頼（事務連絡）
１２月１８日～２月１日：スキル研修（オンデマンド方式）
「対象者：災害廃棄物処理支援員、地方公共団体職員、D.Waste-Net 」

１月２６日：マネジメント研修（Web開催）
「対象者：災害廃棄物処理支援員」

※１２月２８日時点：登録者２２３名

【令和２年度スケジュール】
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「 災害廃棄物処理支援員制度（ 人材バンク） 」 活用の流れ

□被災地方公共団体からの要請を基本に、環境省現地支援チームが災害廃棄物処理支援
員の派遣の必要性について、被災地方公共団体と検討。都道府県、環境省において、
災害廃棄物処理支援員のマッチング。

□都道府県が、その所管地域内の被災市区町村と災害廃棄物処理支援員の派遣の調整を
行うことも可能。
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各機関の取り組み報告

令和３年３月１６日

第１０回中国地方の防災に関する連絡会 資料

((独)都市再生機構)

ＵＲ都市機構の災害対応支援に係る取組み

資料－２－⑧
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ＵＲ都市機構の災害対応⽀援に係る取組み

⺠間事業者や地⽅公共団体と協⼒し、都市の国際競争⼒強化や
地⽅都市の活性化、密集市街地の整備改善などの政策的意義の
⾼い事業を実施

約72万⼾の賃貸住宅を適切に管理するとともに、少⼦⾼齢化に対
応し、幅広い世代や多様な世帯が⽣き⽣きと暮らし続けられる住ま
い・まちの実現の推進
阪神・淡路⼤震災以降に培ってきた復旧・復興の経験を⽣かして、
東⽇本⼤震災や熊本地震などの⼤規模災害からの復旧・復興を
全⼒で推進

▲【賃貸住宅】
ひばりが丘パークヒルズ

（東京都）

以降〜〜半年1週間〜1か⽉直後〜1週間

情
報
収
集

・被災建築物応急危険度判定⽀援
・被災宅地危険度判定⽀援
・住家の被害認定調査⽀援

・建設型応急仮設住宅建設⽀援

・被災者向けUR賃貸住宅の提供

・災害復旧⼯事マネジメント
（公共⼟⽊の復旧等に関する複数発注者間
の情報共有や個別課題の調整）

復興事業実施災害復興⽀援初動期対応
（復興まちづくり計画策定⽀援等）

▲【災害復興】
⼥川町中⼼部の復興

（宮城県）

ＵＲ都市機構は、国の政策実施機関として、60年以上にわたり“まち”と“住まい”に関わる様々な課題に向き合ってまいりました。
それらの経験を⽣かし、現在では指定公共機関として、平時・発災時における⾃治体等の⽀援に取り組んでいます。

都市
再⽣

賃貸
住宅

災害
復興

主
た
る
業
務

・都市再⽣
防災公園整備、密集市街地整
備、コーディネート等

・他機関との連携
国、県、研究機関、⺠間企業等

・⽀援体制の強化
職員研修等

・災害対応に関する外部
向け講習・イベント参画

発
災

平時
（発災前）

（住家の被害認定調査
業務研修会 等）

New
今年度より本格的に
取組みを開始

＜URの災害対応⽀援について＞

▲被災建築物
応急危険度判定⼠
コーディネーﾄ⽀援

▲【都市再⽣】
広島⼆葉の⾥地区
（広島県）
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住家の被害認定業務⽀援に係る取組み

■主な取組み内容
市町村が実施する住家の被害状況調査に係る業務について､内閣府が実施する被災⾃治体⽀援に協⼒

＜災害時の住家の被害認定業務⽀援に関する連携協定＞
○令和２年６⽉19⽇付で内閣府と「災害時の住家の被害認定業務⽀援に関する協定」を締結
○発災時（令和２年７⽉豪⾬）において、内閣府による各被災県の市町村向け説明会に職員を同⾏派遣して⽀援を実施
○平常時において、市町村向けの住家の被害認定調査業務研修会に講師派遣

▲【発災時】住家の被害認定業
務の説明会（熊本県）

R2.7.8より、各県が発災直後に主催する市町村向けの
住家の被害認定調査業務説明会に延べ25名を派遣
（熊本県、⿅児島県、福岡県、⼤分県、岐⾩県）

【発災時】説明会対応（令和2年７⽉豪⾬）

協定締結後の取組み

【平常時】 研修会対応（令和2年11⽉〜）

R2.11より、各県が平常時に主催する市町村向けの住
家の被害認定調査業務研修会に講師派遣
（愛媛県、宮崎県、富⼭県、和歌⼭県、福井県）

▲【平常時】住家の被害認定業
務の研修会（富⼭県）
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災害復旧⼯事マネジメント業務に係る取組み

＜災害復旧⼯事マネジメント業務の概要＞

▲発注者調整会議の様⼦

▲被災箇所（佐久市︓⾕川）

○令和元年東⽇本台⾵で⼤きな被害を受けた⻑野県佐久地域（２市５町４村）において、数多くの災害復旧⼯事の
効率的・効果的な執⾏及び早期完了を⽬的に、16機関におよぶ発注者間や相互に関連する多種多様な復旧⼯事
間の情報共有等の業務を実施

○令和2年3⽉11⽇付で⻑野県・佐久市・⻑野県建設技術センター・URによる４者協定を締結
○令和2年4⽉〜⻑野県から委託を受けて業務開始
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